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建築物省エネ法
改正

建築物省エネ基準適合義務の
適用時期

次に拡大表示します。

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）
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1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）
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建築物省エネ法
改正

省エネ基準に基づく
計算方法について

次に拡大表示します。

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）
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非住宅

住宅

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）
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次に拡大表示します。

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）
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1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）



あとでご紹介
させて頂きます。
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1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）



モデル建物法（小規模版）R6.09.09公開
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ＱＲコードです。

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）
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1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）
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モデル建物法（⼩規模版）
マニュアル・⼊⼒シート
公開されています。

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）



モデル建物法（小規模版）入力マニュアルと入力シート
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モデル建物法（⼩規模版）
マニュアル・⼊⼒シート
公開されています。

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）



話を元に戻します。
•「省エネ基準への適合⽅法」から、お話を続けます。
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1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）



省エネ基準への適合方法

省エネ性能の評価方法について

 エネルギー消費性能適合性判定（省エネ適判）

50

 省エネ基準への適合を確認するためには、新３号建築物を除き、エネルギー消費性能適合性判定（省エネ
適判）を受ける必要があります。

 省エネ適判を行うことが比較的容易な特定建築行為であるとして、以下の場合は省エネ適判を省略し、建
築確認審査と一体的に省エネ基準への適合を確認します。

①仕様基準に基づき外皮性能及び一次エネルギー消費性能を評価する住宅
②設計住宅性能評価を受けた住宅の新築
③長期優良住宅建築等計画の認定又は長期使用構造等の確認を受けた住宅の新築

 所管行政庁※又は国土交通大臣の登録を受けた建築物エネルギー消費性能判定機関において判定を受けること
ができます。

 判定を受けた結果、省エネ基準への適合が確認された場合は、適合判定通知書が発行されます。

 この適合判定通知書（又はその写し）を、建築確認申請を行っている機関等へ提出してください。

※所管行政庁：建築主事を置く市町村の区域は市町村長、それ以外の区域は都道府県知事

 省エネ適判を行うことが比較的容易な特定建築行為(①から③のいずれか)

)

①仕様基準※に基づき外皮性能及び一次エネルギー消費性能を評価する住宅

②設計住宅性能評価を受けた住宅の新築

③長期優良住宅建築等計画の認定又は長期使用構造等の確認を受けた住宅の新築

※平成28年国土交通省告示第266号（省エネ基準）、令和4年国土交通省告示第1106号（誘導基準)

Point

改正建築物省エネ法第11条、
改正建築物省エネ法施⾏規則第２条、

R6.7.4助⾔第２の２．

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）



計画変更の場合の住宅の能の省エネ性評価方法と省エネ適判の要否について

 仕様ルートから標準計算ルート又は併用ルートに変更する場合は、改正建築物省エネ法第11条第１項の規定に基づき、
省エネ適判を受ける必要があります。 【No.1,2】

 標準計算ルート又は併用ルートから仕様ルートに変更する場合は、改正建築物省エネ法第第11条第２項ただし書の規
定が適用され、変更の省エネ適判は要しません。 【No.６,10】

 用途が変更されない場合であって、外皮性能及び一次エネルギー消費量に係る評価方法の変更を伴わず、変更内容が
軽微な変更に該当する場合は、変更の省エネ適判は不要です。 【No.４,９】

 変更前及び変更後いずれも仕様基準に適合する場合は、省エネ適判は不要です。 【No.３】

PointPoint
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No.
当初計画 計画変更後

評価方法 省エネ適判の要否 評価方法
省エネ適判の要否に係る

取扱い

１ 仕様 不要 計算 新規の適判

２ 仕様 不要 併用 新規の適判

３ 仕様 不要 仕様 不要

４ 計算 必要 計算 不要（軽微な変更）

５ 計算 必要 併用 再適判

６ 計算 必要 仕様 不要※

７ 併用 必要 計算 再適判

８ 併用 必要
併用（外皮と一次エネの評価

方法をそれぞれ変更）
再適判

９ 併用 必要
併用（外皮と一次エネの評価

方法は変更なし）
不要（軽微な変更）

10 併用 必要 仕様 不要※
※ 完了検査の申請までに省エネ適判を受けることも可能であり、その場合は、適合判定通知書又はその写し並びに当該省エネ適判に要した図書及び

書類を、完了検査時に建築主事等に提出する。

改正建築物省エネ法第11条、
R6.7.4助⾔第２の７．

説明省略
します
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1 省エネ法の改正等について

２）３年目施行の全体像（概要）



※１ 外皮各部位の面積が変わらない場合に限る。
※２ 変更内容の概要を記載し、根拠資料を添付。
※３ 再計算後も引き続き省エネ基準に適合することを確認した証明書。所管行政庁又は登録省エネ判定機関が発行する。
※４ 完了検査では、建築確認や省エネ適判に要した図書等の提出も必要。

計画変更手続きと必要書類（省エネ適判関係）

変更の分類 変更内容
省エネ適判
の再実施

完了検査で必要な書類※4

１．建築物の省エネ性能を
向上させる変更又は省エ
ネ性能に影響しないこと
が明らかな変更

非住宅：建築物の高さ又は外周長の減少、
外壁・屋根又は外気に接する床
の面積の減少 等

住宅：外皮の各部位の熱貫流率等が増加
しない変更※1、空気調和設備等の
効率が低下しない変更等

不要 軽微な変更説明書※2

２．一定の範囲内で省エネ
性能を低下させる変更

非住宅：設備種類毎に定められた割合等
以下の変更

住宅：床面積、外皮について、定められ
た割合等以下の変更

不要 軽微な変更説明書※2

３．再計算により、建築物
エネルギー消費性能基準
に適合することが明らか
な変更

省エネ基準適合が確認できる場合
は、下記の「省エネ適判の再実施
が必要な変更」を除き、あらゆる
変更が該当

不要
軽微な変更説明書※2

軽微変更該当証明書※3

省エネ適判の再実施が
必要な変更

・用途の変更
・計算方法の変更

（例）標準入力法⇔モデル建物法
必要

再実施した
省エネ適判通知書

計画変更があった場合の手続きと書類（省エネ適判）

軽
微
な
変
更
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 省エネ適判申請を行った後、完了検査までの間に計画に変更があった場合は、省エネ適判の再実施又は軽微変更手続
きを行う必要があります。

Point

改正建築物省エネ法第11条、
R6.7.4助⾔第２の８．

説明省略
します

1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）
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非住宅 住宅

１．省エネ性能を向上させる変更

・建築物の高さ又は外周長の減少
・外壁、屋根又は外気に接する床の面積の減少
・空調設備等の効率が低下しない又は損失が増加しない変更
（制御方法等の変更含む）

・エネルギーの効率的利用を図る設備の新設又は増設

・外皮の各部位のU値若しくはη値が増加しない変更又は開口部面積が増加しない変更
・通風等の利用によりエネルギー消費性能が低下しない変更
・空調設備等の効率が低下しない又は損失が増加しない変更（制御方法の変更含む）
・エネルギーの効率的利用を図る設備の新設又は増設

＋省エネ性能に影響しないことが明らかな変更

２．一定以上のエネルギー消費性能を有する建築物について一定の範囲内でエネルギー消費性能を低下させる変更
対象建築物：BEI0.9以下の建築物が対象（設計一次エネルギー消費量が基準一次エネルギー消費量に比べ10％以上少ないもの）

空調設備：次のいずれかに該当。
① 外壁、屋根、外気に接する床若しくは窓の平均熱

貫流率の5%を超えない範囲で増加若しくは窓の平
均日射熱取得率の5%を超えない範囲で増加

② 熱源機器の平均効率の10％を超えない低下

換気設備：次のいずれかに該当。
① 送風機の電動機出力の10％を超えない増加
② 駐車場又は厨房である場合の床面積の5％を超え

ない増加（駐車場又は厨房がある場合に限る。）

照明設備：照明設備の消費電力の10％を超えない増加（室用途
毎、単位床面積あたり）

給湯設備：平均効率の10％を超えない低下

太陽光発電設備：次のいずれかに該当。
① 太陽電池アレイのシステム容量の2%を超えない減少
② パネルの方位角の30度を超えない変更又は傾斜角
の10度を超えない変更

３．再計算により、建築物エネルギー消費性能基準に適合することが明らかな変更：「用途の変更」「計算方法の変更」を除く変更が該当

床面積：主たる居室、その他の居室又は非居室、それぞれ10％を超えない増減

外皮 ：外皮合計面積に変更がなく、変更前のUA値、ηAC値が基準値の0.9倍以下の場合
の次のいずれかに該当。
① 開口部の面積増加分が外皮面積の合計の1/200を超えない変更
② 変更する開口部面積が外皮面積の合計の1/200を超えない場合の断熱性能、

日射遮蔽能若しくはその両方が低下する又は日射遮蔽部材をなくす変更
③ 変更する外皮の合計面積が外皮面積の合計の1/100を超えない場合の開口部

以外の外皮の断熱性能が低下する変更
④ 基礎断熱の基礎形状等の変更

建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更について
改正建築物省エネ法第11条、

R6.7.4助⾔第２の８．

注： 昨年秋の制度説明会・設計等実務講習会の内容から変更がありますのでご注意ください。

説明省略
します
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1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）



＜現行制度からの変更点：省エネ基準適合が必要な部分＞

増改築の場合の基準適合義務制度の対象となる部分について

現行制度とは異なり、増改築を行う場合はc、増改築を行った部分が省エネ基準に適合する必要があります。
※ 増改築部分を含めた建築物全体ではないのでご注意ください。
※ 修繕・模様替え（いわゆるリフォーム・改修）は省エネ基準適合義務制度の対象ではありません。

既存部位を含め建築物
全体が省エネ基準適合

増築前

現行制度 改正（2025年4月以降）

増築部分が
省エネ基準適合

見直し

現行制度 改正（2025年4月以降）

見直し

既存部位を含め建築物
全体が省エネ基準適合

増築部分が
省エネ基準適合

増築前
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増改築の取扱い

 省エネ基準適合義務制度は、増改築を行う場合にも対象となります。「増改築」には、修繕・模様替え（いわゆるリフォー
ム）は含まれません。

 増改築の場合は、増改築を行う部分が省エネ基準に適合する必要があります。

PointPoint

 外皮性能：仕様基準（誘導仕様基準）
→ 既存部分との境界となる壁や床等は適合対象外

 一次エネルギー消費量性能：仕様基準（誘導仕様基準） or 標準計算
→ 増改築に対応したWebプログラムを整備中（試用版を8月中に公開予定）

改正建築物省エネ法第10条・第11条、
R6.7.4助⾔第６の１．

住宅の増改築の省エネ基準適合における評価について

説明省略
します
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1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）



■増改築の適用部分変更 （２０２５年4月以降「着工」に適用）

：基準の水準が引上げ後の基準（用途に応じてBEI＝0.75～０．８５）になる

基準適合が求められる対象・範囲が増改築部分のみになる

大規模非住宅建築物省エネ基準引上げと増改築の取扱い変更の適用時期

着工

当初適判
申請

が2024年4月以降になるもの
（下図のケース③・④・⑤）

：
が202５年4月以降になるもの
（下図のケース②・④・⑤）

用途
引上げ前

省エネ基準［BEI］

（現行）引上げ後
省エネ基準［BEI］

工場等 1.0 0.75

事務所等、学校等、

ホテル等、百貨店等
1.0 0.80

病院等、飲食店等、

集会所等
1.0 0.85

既存部位を含め建築物
全体が省エネ基準適合

増築前

現行制度 改正（2025年4月以降）

増築部分が
省エネ基準適合

■省エネ基準の水準変更 （２０２４年4月以降「省エネ適判申請」に適用）

 大規模非住宅建築物※に適用する省エネ基準は、省エネ適判の申請時期（2024年4月より前か後か）に応じて変わります。

 基準適合が求められる対象・範囲は、着工時期（2025年４月より前か後か）に応じて変わります。

PointPoint

2024年4月 2025年4月

検査済証
当初適判
通知書

着工
完了検査

申請
当初適判
申請

ケース①
変更適判

申請
変更適判
通知書

当初適判
通知書

着工
当初適判
申請

変更適判
申請※

変更適判
通知書

検査済証
当初適判
通知書

着工
完了検査

申請
当初適判
申請

変更適判
申請

変更適判
通知書

当初適判
通知書

着工
当初適判

申請
変更適判
申請※

変更適判
通知書

当初適判
通知書

着工
当初適判

申請

ケース②

ケース③

ケース④

ケース⑤

…

…

…

…

①：適用水準：引上げ前（BEI=1.0）

適用部分：増改築後の建築物全体

②：適用水準：引上げ前（BEI=1.0）

適用部分：増改築部分のみ
※適用部分変更のみの変更は変更適判

申請を要さない（軽微な変更扱い）

③：適用水準：引上げ後
（BEI=0.75～0.85）

適用部分：増改築後の建築物全体

④：適用水準：引上げ後
（BEI=0.75～0.85）

適用部分：増改築部分のみ
※適用部分変更のみの変更は変更適判

申請を要さない（軽微な変更扱い）

⑤：適用水準：引上げ後
（BEI=0.75～0.85）

適用部分：増改築部分のみ

見直し

※ 高い開放性を有する部分
を除き２,０００㎡以上

改正基準省令第１条・附則、
R6.7.4助⾔第６の１．

説明省略
します
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1 省エネ法の改正等について
２）３年目施行の全体像（概要）


